









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　⑴　情報公開審査会・個人情報保護審査会との関係　併存 OR 統合 OR 中間形態？
•「第三者機関の設置において、自治体が国とは違う形で、情報公開審査会や個人情報審査会
「臨床法務研究」第15号
－74－
等と統合して設置することは可能である。」（洞澤・103頁）
•「地方公共団体においても、既存の情報公開審査会、個人情報保護審査会または情報公開・
個人情報保護審査会を新設する行政不服審査会（仮称）に統合する必要はないであろう。」
（宇賀・８頁）
•「（情報公開審査会を行政不服審査会に統合した場合）審理期間の長期化のおそれがあるこ
と、情報公開・個人情報保護のインカメラ審査や会議の非公開に対応するために部会を設け
る必要があることなどを勘案すると、現状の手続に特段の支障がないのであれば、審理員制
度の導入や行政不服審査会との統合は必要ないであろう。」（澤・42頁）
•「実務的には、多くの自治体で現存すると考えられる情報公開・個人情報保護審査会のよう
な機関をそのまま残し、行政不服審査会を非常設の機関とした上で、事件ごとに前者の委員
を後者の機関の委員に充てるという方法も考えられるところである。」（中村（二・完）・31
頁）
　⑵　審査会の設置形態の多様性
•「具体的には、地方自治法に基づき、既存の付属機関（情報公開審査会等）にその役割を担
わせたり、他の地方公共団体との共同設置や、他の地方公共団体への委託、また、新法81条
２項に基づき、事件ごとに臨時に設置する（例：自治紛争処理委員（地方自治法251条））こ
とが想定される。」（『ポイント解説』169頁）
•「諮問機関については、地方自治法の規定により、①機関等の共同設置（同法252条の７）、
②他の団体への事務の委託（同法252条の14）、③事務の代替執行（同法252条の16の２）、④
一部事務組合や広域連合を設けて諮問機関を設置すること（同法284条）ができる。」（橋本
他・218頁）
•「また、正式のこれらの制度を用いなくても、事実上の広域連携は可能である。たとえば、
長崎県市町村行政振興協議会は、統一情報公開審査会支援事業、統一個人情報保護審査会支
援事業を行っているが、これは、市町村がそれぞれの情報公開条例、個人情報保護条例に基
づき設置する情報公開審査会、個人情報保護審査会の委員の選任、審査会の運営等について
見直し方針　７－８頁
　この場合において、地方公共団体は、以下のような措置をとることができるものとする。
①　他の地方公共団体と共同して当該機関を設置する。
②　他の地方公共団体に当該事務を委託して処理させる。
③　審査請求があった場合に臨時に委員を任命する。
○地方自治法との関係を整理しつつ、地方公共団体の判断で、共同設置、他の団体への委託、
審査請求があった場合に臨時に委員を任命する方式等を採用するなど、第三者機関を置く
際の選択肢を拡大する措置を講じることが適当と考えられる。
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長崎県市町村行政振興協議会が協力し、委員については、地区ごと（県南地区、県北地区）
に統一的な選任が行われているが、行政不服審査会（仮称）についても、同様の方法をとる
ことが考えらえる。」（宇賀・10頁）
　⑶　審査会の委員の人数、独任制審査会の可能性
•「委員の人数の決定に当たっては、まず、諮問件数を予想する必要がある。（中略）地方公共
団体においても、まず過去の実績を参考に年間の諮問件数を推測し、月間の諮問件数の見積
もりを出し、諮問件数がかなり多くなると予想される場合には、部会制を前提とした委員数
とする必要があろう。」（宇賀・８－９頁）
•「国の審査会は合議制と規定されている（行審法案72条）が、自治体については特段の規定
は無く、第三者機関を独任制とすることは排除されていないと解される（2007年最終報告書
43頁では合議制）。しかし、審理員に外部人材の登用が可能である下で、審理員意見書を第三
者的に検討する機関が独任制であるのは、制度の趣旨からは望ましくないであろう。合議制
があるべき姿である。」（洞澤・103頁）
　⑷　どのような者を委員に任命するか　学識経験者　公募市民
•「設置される委員の人選については、当該団体で、諮問が多く見込まれる事案の分野に応じ
て、任命権者が柔軟に判断することが必要となる。」（『ポイント解説』171頁）
•（参考）「ご指摘の地方公共団体に置かれる第三者機関への諮問件数でございますが、まさし
く、地方税関係が約４割と非常に多い割合を占めると想定してございます。そうした観点か
らしますと任命権者の判断で、ご指摘のありました税理士等、税の専門家を委員に選任する
ということは十分に想定されることだと思ってございます。」（衆議院総務委員会平成26年５
月15日、上村総務省行政管理局長答弁）
•「行政不服審査会（仮称）に諮問されるものの多くは、地方税法関係および生活保護関係で
あり、両者で約７割を占めると考えられる。このことにかんがみると、行政不服審査会（仮
称）には、地方税法に詳しい租税法学者、弁護士または税理士、生活保護法に詳しい社会保
障法学者、弁護士または社会福祉士等を任命することも考えられる。また、改正行政不服審
査法の知識は不可欠であるので、それについての専門知識を有する行政法学者、弁護士また
は認定行政書士も委員とすることが望ましいであろう。」（宇賀・９頁）
•「…行政分野ごとに委員を選任するとなると、審査請求件数の多い分野ごとに委員の委嘱が
必要となり、行革が求められている現状では現実的でない。したがって、行政不服審査会は
『第三者・客観性』の役割を担うとする本稿の整理からすれば、委員は、『行政領域ごとの専
門性』ではなく、『適正に不服審査を実施することに関する専門性』を有する人材を選任すべ
きであろう。」（澤・44頁）
•「専門性という点では劣るかもしれないが、第三者機関において住民から委員を公募するこ
「臨床法務研究」第15号
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とも考えられよう。行審法案では、地方については公募の住民委員は排除されていない。住民委
員は、専門性よりも民主性を重視するものとして位置付けることもできる。」（洞澤・103頁）
　⑷　専門委員制度の導入
•「専門性の欠如を補完しうる国の審査会における専門委員の規定（71条）は、自治体には準
用されていない。しかし、自治体が条例で専門委員の制度を設けることは、手続保障の上乗
せとして可能である。専門委員の制度を用いるにしても、適任者が他にいないとして職員 OB
が専門委員に任命される可能性があるが、これは公平性の点から問題がありうる。」（洞澤・
103頁）
　⑸　審査会担当事務局のあり方
•「行政不服審査会の事務局は、委員召集に関する事務や提出書類の準備、処分庁や審査請求
人等への連絡などの事務を担うと想定される。さらに、常勤委員を置かない場合は、答申の
下案を事務局が作成することが予想されることから、それが可能な職員を確保することが必
要である。そして、この事務局は、部局横断的な事案を扱うことから、総務部局に置くこと
が現実的であろう。」（澤・44頁）
４　審査庁の補助組織にかかる制度設計
　⑴　審査庁の補助組織の事務
•「審査庁の職にある者が自ら裁決書を作成することは困難ですので、実際には、審査庁の補
助機関が裁決の事務を補助する必要があるでしょう。裁決の事務を補助する職について、行
政不服審査法は何も規定しておらず、除斥事由も法定されていません。しかし、裁決に関す
る職務は、公正中立的な立場で行われるべきですから、原処分に関わった者は排除されるべ
きです。」（『Ｑ＆Ａ』176頁）
•「審査請求の受付及び形式的審査、審理員の指名、行政不服審査会への諮問、裁決書案の作
成などの事務は、実際には審査庁本人ではなく、その補助組織が行うことになる。（中略）原
処分部局は、所管事務に精通していることから『専門性』を反映させた判断が可能であり、
個別の法制度を一から調査する時間を必要とせず、迅速な審査手続が可能となる。また、裁
決書案の作成・起案を原処分部局に担当させることにより、当該部局の責任の明確化と、（特
に認容裁決の場合には）審査基準等の改訂といった事後の事務処理の改善につなげることが
できる。（中略）したがって、審査庁の補助組織は、原処分部局とすることが適当であろう。」
（澤・43頁）
　⑵　審査庁、審理員、行政不服審査会の補助組織は分けるべきか
•「行審法案では国について審査会の事務局を置く（73条）としている。地方についてこうし
た規定はないが、自治体の担当事務局のあり方も大きく変わることになるだろう。（中略）行
審法の下では、審査請求の受付から審理、裁決に至るまでの事務処理が、一つの担当部局に
特　　集
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おいて担われることになろう。担当事務局の役割が格段に増すことになる。それゆえ、その
職員についても、可能な限り、研修や人事配置上の配慮が行われるよう望まれる。」（洞澤・
104頁）
•「鼎立型の審査体制を確保するためには、審理員意見書、行政不服審査会答申、裁決書は、
それぞれ『公正・中立性』、『第三者・客観性』、『専門性』という異なる視点から作成される
必要があるのであり、そのためには審査庁、審理員、行政不服審査会の分離だけでなく、そ
れらの補助組織も分離していることが望ましいといえる。具体的には、それらの補助組織が
適度な距離感を有する体制を確保し、審理員（とその補助組織）と行政不服審査会事務局を
訴訟ラインから外すことが必要であり、そのため、同じ総務部局であっても、審理員（とそ
の補助組織）と行政不服審査会事務局とは別の課（あるいは係）に置き、さらに、訴訟ライ
ンも別の部局あるいは同じ総務部局でも別の課（あるいは係）が担うという体制が望ましい
であろう。」（澤・45頁）
　⑶　裁決書の決裁
•「裁決権は審査庁である首長にあるが、いわゆる先決により各部局の長に判断させることも
可能である。しかし、通常、各部局は原処分に関わっていることが多く、信頼性確保の点で
問題があり、また、裁決内容も不統一となるおそれがあることから、さらには内部統制の観
点からも、裁決書の決裁は、首長（又は少なくとも副知事、副市長村長）が行うことが適当
であろう（注　総務部局長に決裁させることも考えられるが、他の部局長と同輩である総務
部局長が認容裁決により各部局長がした処分を覆すことは、現実的には困難であるので適当
でない。）。」（澤・43頁・46頁）
テーマⅢについて　審理の充実について
１　審理員の審査権限の範囲と限界
　⑴　位置付け
•「審理員は、審査庁に所属する職員のうちから指名されて審理を行う審査庁の補助機関であ
るが、審査庁から個別具体的な指揮監督を受けることなく、自らの名において審理手続を行
見直し方針　５頁
○20年法案のように、法律上、審理員（審理手続を行う者）を審査庁から相対的に独立した
機関として位置付け、その権限を定めることにより、行政不服審査法の趣旨を越えて審査
庁の指揮監督を受けないなど、審理員は、審査庁から一定の独立性を有することとなると
考えられる。
○裁決権限が審査庁にあるにもかかわらず、審査庁から完全に独立した者が審理を行うこと
は、責任の所在を曖昧にし、問題があると考えられる。
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うという意味において、審査庁から相対的に独立した機関として位置づけられることにな
る。」（添田・39－40頁）
　⑵　審理員は内部基準の法令適合性を審査できるのか。
•「見直しの方針を見る限り、…審理員が内部基準に拘束されることは所与の条件とされてい
るように見受けられる。」、「現実にどのようになるかは不明瞭である。」（大橋・97頁） 
•「審理員は、審査庁の指揮監督下にあることから、審査庁の訓令・通達に示された法令解釈
の違法性について判断できない。しかし、処分庁が審査庁でない場合（裁定的関与の場合な
ど）には、審理員は処分庁の指揮監督下にないことから、処分庁の訓令・通達に示された法
令解釈の違法性を判断できることになる。このように、審査庁が処分庁であるか否かで審査
の範囲が異なり、ひいては住民の権利救済に相違が生じることには非常に違和感がある。」
（澤・45頁）
•「新法の趣旨を踏まえると、審査庁は、当該審査請求事件に係る根拠法令の趣旨に立ち返り、
通達等の合理性やその解釈について検証した上で判断することが必要であるが、審理員は、
審査庁のこのような判断を補佐する立場にあり、その権限を行使するのに当たり、原処分の
根拠法令の趣旨に立ち返って、通達等の合理性を検証し、通達とは異なる法令解釈により裁
決を行うよう審理員意見書で意見を述べることもあり得る。」（『ポイント解説』50頁）
⑶　審理員は、条例と法律の抵触問題、政省令についての白紙委任の禁止法理・委任の範囲の逸
脱法理、法律や条例が憲法に違反するか否かを審査できるのか。
⑷　審理員は、不当性審査（合目的性審査・裁量にかかる判断代置審査）を実際どこまでするのか。
２　審査会の審査権限の範囲と限界
　⑴　不当性審査
•（参考：旧行審法のもとでの審査庁から諮問を受けた第三者機関の審査権限について）「審査
法上の機関が裁決・決定をするに際して、予め法定の第三者機関に諮問することを定めてい
る場合に（たとえば、情報公開法による情報公開・個人情報保護審査会への諮問）、当該機関
が処分庁の裁量（効果・要件）的判断につき審査庁と同じ立場に立って判断することができ
るかどうかの問題がある。当該諮問制度の趣旨によることとなると思われるが、第三者機関
は必ずしも専門性を有するとは限らないこと、審査庁は基本的には当該機関の答申結果に従
見直し方針
○審理員は、審査庁から一定の独立性を有するものと考えられるが、審査庁に所属する以上、
最終的には内部基準等に拘束されることなどから、第三者機関である行政不服審査会等へ
の諮問は、裁決の客観性・公正性をより高める上で有効であると考えられる。（８頁）
○また、審理員が内部基準等の合理性を検証した上で処分の見直しについて意見を述べるこ
とも、運用上可能と考えられる。（４頁）
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うことが制度上要請されているところからすると、当該機関は、処分庁の裁量的判断の審査
に際しては、抑制的態度をとることが要請されていると解される。」（塩野宏『行政法Ⅱ行政
救済法［第５版補訂版］』36頁）
　⑵　違憲法令審査、法規命令や条例・規則の法令適合性審査
•（参考：旧行審法のもとでの審査庁による審査につき）「一般に行政機関には違憲立法審査権
はないと解されているため（ただし、行政委員会による準司法的手続の場合には違憲立法審
査権を認めるべきとする説がある）、行政上の不服申立てにおいては、審査庁は法令の合憲性
を前提として審査することになる。」（宇賀克也『行政法概説Ⅱ行政救済法［第３版］』69頁）
•（参考）準司法的手続が採用されている公害等調整委員会の裁定において、法律と条例の抵
触が問題となった事案：「北海道石狩市花川東地先内の砂利採取計画不認可処分に対する取
消裁定申請事件」（公調委裁定平成25年３月11日、判時2182号34頁）
　砂利採取法に基づく砂利採取計画の認可に関して北海道が定めた条例等が、同法との関係で
別段の規制に当たるものの同法との矛盾抵触はないとして当該条例を適法とした上で、申請
人に対する砂利採取計画不認可処分も適法であるとして取消裁定申請を棄却。
　⑶　内部基準の法令適合性審査
•（参考：現行行審法のもとでの審査庁の審査につき）「上級機関の訓令に原則として拘束され
るため、法令の解釈が通達として示された場合、原則としてそれに従わざるをえない。しか
し、国税不服審判所のような第三者機関の場合には、この点について特別の配慮がなされる
ことがある。すなわち、国税通則法99条は、国税不服審判所長は、国税庁長官が発した通達
に示されている法令の解釈と異なる解釈により裁決をするとき、または他の国税にかかる処
分を行う際における法令の解釈の重要な先例となると認められる裁決をするときは、あらか
じめその意見を国税庁長官に申し出なければならないこととし（１項）、国税庁長官は、この
申出があった場合において、国税不服審判所長に対し指示をするときは、国税不服審判所長
の意見が審査請求人の主張を認容するものであり、かつ、国税庁長官が当該意見を相当と認
める場合を除き、国税審議会の議決に基づいてこれをしなければならないとしている（２
項）。これは、国税庁長官の国税不服審判所長に対する指示が、恣意にわたることのないよう
に、また国税不服審判所長の独立性を不当に侵害することがないように第三者機関である国
税審議会によるチェックを行おうとするものである。」（宇賀・前掲69－70頁）
３　代理人
•一定の審査請求の代理権が、一定の研修課程を修了した特定行政書士に付与されると行政書
士法が改正された（行政書士法１条の３第１項２号及び２項）。
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